
財務書類を読む 

  財務書類を構成する４つの表をどのように読むのか。また、財務書類からどのような分析ができる

のかを説明します。 

  ※ここでは、普通会計財務書類について説明します。 

 

 

貸借対照表 

１、資産の部 

    鶴ヶ島市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）は７６１億６，０１７万

９千円となっています。 

① 公共資産 

    土地や建物などの有形固定資産は６６８億５，３１８万１千円、売却可能資産２億１，５９８

万円と合計し、公共資産は６７０億６，９１６万１千円となります。 

    資産の大部分を占めており、資産全体の８８．１％となっています。 

    また、有形固定資産は行政目的別に区分されており、「生活インフラ・国土保全」が５２．６％、

「教育」が３４．０％となっており、道路や公園などの都市基盤整備や学校や公民館などの教育

施設整備に力を入れてきたことが分かります。 

② 投資等 

    公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、回収期限が到来してから１年以上回収でき

ていない債権などで、６７億８，１０６万円となっています。 

③ 流動資産 

    現金、財政調整基金、税金等の未収金が計上され、２３億９９５万８千円となっています。 

 

 ２、負債の部 

  ①固定負債 

    貸借対照表日の翌日から１年以降（翌々年度、平成２９年度以降となります。）に支払や返済

が行われる地方債、長期未払金、退職手当引当金（職員が当該年度末で退職した場合に必要とな

る退職手当見込額。）などで、２１９億４，０６０万円となっています。 

  ②流動負債 

    １年以内に支払や返済が行われる翌年度償還予定地方債、未払金、賞与引当金（翌年度に支払

われる賞与のうち当年度中の１２月から３月に係る部分。）などで、２０億２，９５３万１千円

となっています。 

 

 ３、純資産の部 

  ①公共資産等整備国県補助金等 

    住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国、県から受けた補助金で８７億

８，５５６万７千円となっています。 

   



②公共資産等整備一般財源等 

    住民サービスと提供するための財産を取得した財源のうち、国、県補助金と地方債（建設地方

債）を除いたもので５３４億７，２５６万７千円となっています。 

④ その他一般財源等 

    公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額で△９５億３，２８

５万１千円となっており、翌年度以降の負担額のうち９５億３，２８５万１千円については使途

が既に拘束されていることになります。 

    ただし、多くの団体が「その他一般財源等」はマイナスになると考えられ、将来市税や地方交

付税などの一般財源で賄われるものです。 

⑤ 資産評価差額 

    「売却可能資産」の取得価格と売却可能価額との差額などで△５億３，５２３万５千円となっ

ています。 

 

 

行政コスト計算書 

  経常行政コスト１８１億１，９２６万９千円に対して、経常収益は６億４，１５５万１千円で、差

し引き純経常行政コストは１７４億７，７７１万８千円となっています。 

 

 １、性質別行政コスト 

    行政コストを性質別に見ると、社会保障費などの「移転支出的なコスト」は９６億４，５９１

万４千円で全体の５３．２％と最も多く、物件費などの「物にかかるコスト」は４５億２，８８

５万５千円で全体の２５．０％、人件費などの「人にかかるコスト」は３７億８，９３８万８千

円で全体の２０．９％、支払利息などの「その他のコスト」は１億５，５１１万２千円で全体の

０．９％の順となっています。    

 

 ２、目的別行政コスト 

    行政コストを目的別に見ると、福祉が８０億１，５６０万６千円で全体の４４．２％と最も多

く、次に総務が２４億９，２３５万７千円で全体の１３．８％、教育が２４億２，６０５万９千

円で全体の１３．４％、生活インフラ・国土保全が１９億８，１４６万５千円で全体の１０．９％、

環境衛生が１３億８，６１８万４千円で全体の７．７％、消防が９億６，５０２万９千円で全体

の５．３％などの順となっています。 

 

 

純資産変動計算書 

 １、純経常行政コストと財源 

    地方税などの経常的な一般財源が９８億２，８６５万４千円、経常的なコストに対する補助金

が４１億４，１８１万５千円あり、経常的な財源は２１８億３，１７８万５千円となっています。

純経常行政コストが１７４億７，７７１万８千円となっています。 



 ２、臨時損益 

    今年度は計上なし。 

 

 ３、科目振替 

   純経常行政コストと財源、臨時損益が主な純資産の変動要因となりますが、資本的な収入及び支

出に伴う純資産内部の振替が発生します。 

 

  ①公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入 

    財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出資金の財源として使用さ

れる（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源等として拘束されることとなります。 

    鶴ヶ島市では、７億２，８７１万９千円の一般財源が公共資産整備に、２，４５５万３千円の

一般財源が貸付金、投資等に財源が振り替えられています。 

  ②公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収等による財源増 

    公共資産の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出資金等の回収によ

り使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）こととなります。 

    鶴ヶ島市では、貸付金・出資金等の回収等により６，８９２万３千円の一般財源が回収された

こととなります。 

  ③減価償却による財源増 

    公共資産等の財源として拘束されていた財源が公共資産の減価償却（価値減少）に伴い一般財

源として回収されたこととなります。 

    鶴ヶ島市では、国県補助金を財源とする１億７，１７４万８千円、一般財源等を財源とする  

１２億１，８８５万１千円が、公共資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一般財源等から

その他一般財源に回収されたこととなります。 

    ただし、減価償却費は行政コスト計算書に計上されており、純経常行政コストに含まれている

ため、結果的にその他一般財源は増減せず、公共資産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一

般財源等のみが減少することとなります。 

  ④地方債償還に伴う財源振替 

    公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより、公共資産等整備の財源

のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わることとなります。 

    鶴ヶ島市では、資産整備の財源として発行していた地方債１０億２，７９１万１千円を一般財

源で償還したため、公共資産等整備一般財源等として拘束されたこととなります。 

⑤資産評価替えによる変動額 

    売却可能資産の時価評価に伴い、評価による増減額が生じます。潜在的な一般財源を増減させ

ますので、資産評価差額の増減として計上されます。 

鶴ヶ島市では、売却可能資産として所有している土地の一部に評価替えがあり、１億３，２２

７万３千円の減額が発生しております 

 

 

 



資金収支計算書 

 

 １、経常的収支の部 

    支出では、人件費３９億５，９６４万７千円、社会保障給付４６億５，５１５万１千円、補助

金等３０億１，２９４万９千円などとなっており、１６５億１，９２２万１千円の経常的な支出

があります。一方、収入では地方税９８億６，７７１万２千円、国県補助金等４０億３，００６

万８千円、地方債発行額（臨時財政対策債）９億７，２８７万２千円などとなっており、１９２

億１，２２９万５千円の経常的な収入があります。 

    経常的収支差額は２６億９，３０７万４千円で、公共資産整備や地方債償還などに充当される

こととなります。 

 

 ２、公共資産整備収支の部 

    支出では、自団体で社会資本を整備する公共資産整備支出１３億７，２７８万８千円、下水道

事業などによる他会計等への建設費充当財源繰出支出が１億１，９７８万５千円などとなってお

り、１５億１，８１９万４千円が公共資産整備のために支出されています。一方、収入では、地

方債発行額５億３，１５０万円、国県補助金等１億１，１７４万７千円などとなっており、６億

９，７３２万９千円がこれら公共資産整備支出の財源として収入されています。 

    公共資産整備収支の額は８億２，０８６万５千円の赤字となっており、経常的収支の一般財源

で賄われたこととなります。 

 

３、投資・財務的収支の部 

    支出では、地方債償還額１４億１，８１３万円、基金積立額１２億６，０４２万円、他会計等

への公債費充当財源繰出支出３億１，５６８万９千円などとなっており、合計３０億１，５９９

万８千円となっています。一方、収入では、基金取崩額８億１，２５６万３千円、公共資産等売

却収入４，４４３万３千円などとなっており、合計１１億５，４２４万９千円となっています。 

    投資・財務的収支の額は１８億６，１７４万９千円の赤字となっており、経常的収支の一般財

源で賄われたこととなります。 

 

  これらの収支により、鶴ヶ島市では１年間で１０４６万円の歳計現金が増加し、期末の歳計現金残

高は９億１，００４万４千円となっています。 

 

 

 

 



平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

社会資本形成の
過去及び現世代負

担率
７６．７％ ７６．０％ ７７．８％ ５０～９０％

社会資本形成の
将来世代負担率

３１．６％ ３２．３％ ３０．１％ １５～４０％

３．４２年 ３．３９年 ３．４７年 ３．０～７．０
歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成され
たストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを見るこ
とが出来ます。

５０．８％ ５１．６％ ５０．１％ ３５～５０％

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する
減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対し
て償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把
握することが出来ます。

２．４４％ ２．９２％ ３．５４％ ２～８％
行政コスト計算書における経常収益はいわゆる「受益者負担」
の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定
することで、受益者負担割合を算定することが出来ます。

１３．２１年 １７．６１年 １４．４０年

※平成２４年度
は特殊要因なし

　上記の数値から見ると、当市は各指標とも概ね目安付近にあり、偏りも少なく比較的良好であるあると言えます。
　しかし、長引く景気の低迷により市税収入が減少傾向にあり、少子高齢化や雇用の悪化などに伴う扶助費を中心とした社会保障費の増加が見込まれ、また公共
施設の耐震化や修繕に経費を費やさなければなりません。
　　今後も、経費削減、財源の確保を図りながら、将来にわたって安定した行政サービスを担えるよう努めていきます。

歳入額対資産比率

有形固定資産減価償却率

受益者負担比率

地方債の償還可能年数 ３～９年

自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済し
た場合に、何年で返済できるかを表す指標で、借金の多寡や債
務返済能力を測る指標になります。ただし、計算に使用した数
値に各年における特殊要因があることから、それを除外して再
算出します。※平成２５年度

は特殊要因なし
※平成２７年度
は特殊要因なし

項　　　　　目
鶴ヶ島市

目　安 説　　　　　明

社会資本形成の
世代間負担率

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成
割合を見ることで、これまでの世代（過去及び現世代）によっ
て既に負担された割合を見ることができます。
また、地方債に着目することにより、今後の世代によって負担
される割合を見ることが出来ます。

財務書類を活用した分析


